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知事には職員の命や健康を守る責務があります
酷暑が予想される９月１日の職員緊急参集訓練は延期してください
熱中症アラート下での屋外作業の中止、時間短縮など、職員を守る労働安全衛生の確立を！

　自治労県職労は本日8月９日、「酷暑下における労働安全の確立」について緊急申し入れを行います。
　これは、例年に増して酷暑が続く中で、現場作業を行う組合員からの悲鳴に近い訴えと、酷暑が続く可能性のある9月1日に緊急参集訓練を実施しようとする当局対して多くの組合員から怒りと不安の声が寄せられたためです（交渉結果は後日報告します）。
9月1日の中止・延期を求めます
　当局は「健康上不安があれば参加しなくてもよい」としていますが、日ごろ健康に問題がない方でも、熱中症で救急搬送されている方がいます。
　今年は例年になく酷暑が続いており、熱中症アラートの発令は8月７日現在で実に15回となっており、気象庁等の予想でも、この状態は9月上旬まで続くとのことです。熱中症アラートの発令時は、原則屋外での活動は自粛することになっています。

緊急参集訓練自体否定しませんが、熱中症の危険がある時期にあえて行う必要は全くありません。
　9月1日の実施を中止・延期することを求めます。
参加は辞退できます！

当局が組合員・職員の声を無視して強行した場合も参加を辞退することができます。
「職員緊急参集訓練実施計画」では、訓練対象者を「全職員」としているものの「身体上の事情、家庭の事情、業務への支障等により訓練への参加が困難な職員は除く。」としています。
　育児・介護等はもちろん、日ごろは健康でも熱中症等が心配な方は、遠慮なく所属に申し出ましょう。
有形無形の圧力があれば組合に相談を！

　すでに職場からは、「所属で参加ゼロというわけにはいかない」等の理由から、「意に沿わない参加を強要された」との声も寄せられています。

　有形無形の圧力で事実上の参加を強制したり、職員が参加を辞退できることを周知徹底しないことは許されません。このようなことがあれば自治労県職労までご相談ください。
熱中症アラート発令時は屋外作業の抑制を
　猛暑下での屋外作業は大変危険です。熱中症アラートで「厳重警戒」以上の場合は作業の中止、やむを得ない場合でも時間を短縮する必要があります。
すでに所属によっては配慮されているところもあるようですが、今年だけの問題ではありません。組織として熱中症アラート発令時等の対応を整備するよう、労働安全衛生体制の確立を強く求めます。


人事院は８月７日、人事院勧告・報告を行いました。
給 与 勧 告 の 骨 子

民間給与との比較に基づく給与改定等

１　民間給与との比較
約11,900民間事業所の約46万人の個人別給与を調査（完了率82.6％）して、精密な比較を実施
＜月例給＞
公務と民間の４月分の給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢を同じくする者同士を比較
○　民間給与との較差
民間給与との較差 3,869円（0.96％）〔行政職俸給表(一)職員…現行給与 404,015円、平均年齢 42.4歳〕
＜ボーナス＞　
昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間平均支給月数を比較

○ 民間の支給割合 4.49月 〔公務の平均支給月数…現行 4.40月〕

２　給与改定の内容と考え方
　＜月例給＞
○ 俸給表

① 行政職俸給表(一)

・ 民間企業における初任給の動向や、公務において人材確保が喫緊の課題であること等を踏まえ、初任給を次のとおり引上げ　

◇一般職試験（高卒者）7.8％[12,000円] ◇一般職試験（大卒程度）5.9％[11,000円] ◇総合職試験（大卒程度）5.8％[11,000円]

・ 初任給を始め若年層に重点を置き、そこから改定率を逓減させる形で引上げ改定

（平均改定率：全体 1.1％[１級 5.2％、２級 2.8％、３級 1.0％、４級 0.4％、５級以上 0.3％]）

・ 定年前再任用短時間勤務職員の基準俸給月額について、各級の改定額を踏まえ、所要の引上げ改定

② その他の俸給表／行(一)との均衡を基本に改定

＜ボーナス＞
民間の支給状況等を踏まえ、支給月数の引上げ分は、期末手当及び勤勉手当に0.05月分ずつ均等に配分
（一般の職員の場合の支給月数）

	
	
	６月期
	12月期

	23年度
	期末
	1.20月（支給済）
	1.25月（現行1.20月）

	
	勤勉
	1.00月（支給済）
	1.05月（現行1.00月）

	24年度
	期末
	1.225月
	1.225月

	
	勤勉
	1.025月
	1.025 月


[実施時期] ：法律の公布日
３　在宅勤務等手当の新設
在宅勤務等を中心とした働き方をする職員については、在宅勤務等に伴う光熱・水道費等の費用負担が特に大きいことを考慮し、その費用負担を軽減するため、当該職員を対象とした在宅勤務等手当を新設
＜手当の概要＞
•住居その他これに準ずる場所で、一定期間以上継続して１箇月当たり10日を超えて正規の勤務時間の全部を勤務することを命ぜられた職員に支給

•手当額は月額3,000円

•令和６年４月１日から実施

•在宅勤務等手当新設に伴う通勤手当の取扱いを措置
４　非常勤職員の給与
本年４月、常勤職員の給与の改定に係る取扱いに準じて非常勤職員の給与を改定するよう努める旨を、非常勤職員の給与に関する指針に追加。指針の内容に沿った適切な給与支給が行われるよう、各府省を指導

５　勤務時間に関する勧告の骨子
（１）現状
•育児介護等職員については、フレックスタイム制の活用により、勤務時間の総量を維持した上で、週１日を限度に勤務時間を割り振らない日を設定することが可能

•一般の職員については、本年４月のフレックスタイム制の改正により、コアタイム及び１日の最短勤務時間数を免除する日を、週１日を限度に各省庁の長が設定することが可能に。ただし、勤務時間法の規定により、当該日を勤務しない日とすることまではできず、柔軟化の効果が限定的
（２）必要性
•職員がやりがいを持って生き生きと働くことができる環境を作り、公務職場の魅力向上を図るため、職員の希望や事情に応じた時間や場所での勤務を可能とするより柔軟な働き方を推進する取組が求められている

•フレックスタイム制等の活用による柔軟な働き方の推進は、職員一人一人の能力発揮やワーク・ライフ・バランスの実現、健康確保を通じた公務職場の魅力向上につながるほか、公務能率の向上にも資するもの

•単身赴任者の帰省、遠隔地に居住する親宅の訪問、通院、主体的な学びのための大学院通学等のために、平日に勤務しない日を設けるニーズは一般の職員にも広く存在。近年、ワーク・ライフ・バランスがより重視されていること、定年引上げに伴い高齢の親族を有する職員の増加が見込まれること、学びの奨励等が進んでいること等に鑑みれば、これらのニーズは今後益々高まる
（３）概要
勤務時間法を改正し、一般の職員について、フレックスタイム制の活用により、勤務時間の総量を維持した上で、週１日を限度に勤務時間を割り振らない日を設定することを可能とする。（育児介護等職員に認められている措置の一般の職員への拡大）
（４）施行日　2025年4月1日
自治労県職連合　第１５回定期大会

自治労県職労　第４２回定期大会

にすべての職場から参加を！
○日時：9月1日（金）14時～

○場所：波止場会館　４階
2023年8月　日


　神奈川県知事　黒岩　祐二　様


自治労神奈川県職員労働組合


中央執行委員長　鈴木　則之





酷暑下における労働安全の確保について





　日頃から民主的な県政の運営にご尽力されていることに敬意を表します。


　今年は例年に増して暑い日が続いており、今年の熱中症警戒アラートは8月７日現在ですでに15回を記録しており、熱中症による救急搬送も後を絶たない状況です。また、9月前半までは例年以上に残暑が厳しいと予想されています。


　ついては、職員の命と健康を守るため、次のとおり要求しますので、誠意をもって対応されるようお願いします。


　１．9月1日に予定している緊急参集訓練は中止または11月以降に延期すること。


　２．土木事務所をはじめ、屋外で行う作業について、熱中症アラート発令時等は中止すること。やむを得ず行う場合は短時間に限定すること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上





2023年8月9日


　神奈川県知事　黒岩　祐二　様


自治労神奈川県職員労働組合


中央執行委員長　鈴木　則之





酷暑下における労働安全の確保について





　日頃から民主的な県政の運営にご尽力されていることに敬意を表します。


　今年は例年に増して暑い日が続いており、今年の熱中症警戒アラートは8月７日現在ですでに15回を記録しており、熱中症による救急搬送も後を絶たない状況です。また、9月前半までは例年以上に残暑が厳しいと予想されています。


　ついては、職員の命と健康を守るため、次のとおり要求しますので、誠意をもって対応されるようお願いします。


　１．9月1日に予定している緊急参集訓練は中止または11月以降に延期すること。


　２．土木事務所をはじめ、屋外で行う作業について、熱中症アラート発令時等は中止すること。やむを得ず行う場合は短時間に限定すること。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上





2023人事院勧告





○本年の給与勧告のポイント


① 民間給与との較差：3,869円[0.96％]を解消するため、初任給を高卒：約８％[12,000円]､大卒：約６％[11,000円]引き上げる等、俸給表を引上げ改定


② ボーナスを0.10月分引上げ、民間の支給状況等を踏まえて期末手当及び勤勉手当に0.05月分ずつ均等に配分


③ テレワーク中心の働き方をする職員の光熱・水道費等の負担軽減のため、在宅勤務等手当を新設[月額：3,000円]








